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（１５）特許異議の申立て（第 条）

特許権の設定登録がされた特許に対し、第三者がその見直しを求めて申立てをすることが

できる制度です。申立期間は、その特許の特許公報の発行の日から６月以内であり、この期

間内であれば何人も申立てをすることができます。しかし、申立ての理由は、特許されたも

のが新規性・進歩性を有していないなど、第 条各号に規定されている理由に限られ、特

許を受ける権利を有しない者の出願であることなどを理由としての申立てはできません。

（１６）特許無効審判（第 条）

特許権の設定登録がされた特許に対し、利害関係人が特許の無効を求めることのできる審

判です。無効審判は、いつでも、特許権の消滅後であっても、請求することができます。無

効理由は、特許されたものが新規性・進歩性を有していないことや、特許を受ける権利を有

しない者の出願であることなど、第 条第１項各号に規定されている理由に限られます。

（１７）訂正審判（第 条）

特許権者が、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面を訂正することについて請

求する審判です。訂正は、特許請求の範囲の減縮、誤記又は誤訳の訂正、明瞭でない記載の

釈明、請求項間の引用関係の解消のいずれかを目的とするものに限られます。

さらに、新規事項追加の禁止、実質上の特許請求の範囲の拡張・変更の禁止、独立特許要

件（独立特許要件については、特許請求の範囲の減縮、誤記又は誤訳の訂正を目的とする場

合のみ）が課せられます。
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第２節 実用新案制度の概要

［１］実用新案制度の目的と保護対象

特特許許制制度度でではは審審査査ををししててかからら特特許許権権をを付付与与すするる審審査査主主義義をを採採用用ししてていいまま

すすがが、、実実用用新新案案制制度度でではは早早期期権権利利付付与与のの観観点点かからら形形式式的的なな審審査査ののみみをを行行うう無無

審審査査主主義義をを採採用用ししてていいまますす。。

ままたた、、権権利利のの濫濫用用をを防防ぐぐととととももにに第第三三者者にに不不測測のの不不利利益益をを与与ええなないいよよううにに

すするるとといいうう観観点点かからら、、権権利利行行使使にに先先立立ちち実実用用新新案案技技術術評評価価書書をを提提示示ししてて警警告告

すするるここととをを権権利利者者にに義義務務づづけけてていいまますす。。

（１）目的

実用新案法（昭和 年法律第 号）の目的は、同法において次のとおり定義されてい

ます。

（目的）

第一条 この法律は、物品の形状、構造又は組合せに係る考案の保護及び利用を図るこ

とにより、その考案を奨励し、もつて産業の発達に寄与することを目的とする。

実用新案制度は特許制度と同様の制度ですが、物品に関する技術的な特徴などちょっとし

た工夫が産業上役立つことも多く、また、日常生活の便宜を増大することから、いわゆる小

発明（考案）を保護するために実用新案制度が設けられました。平成６年には、形式的な要

件を満たしているか否かのみを判断して早期に権利付与を行う早期登録制度（いわゆる無審

査登録制度）に移行しました。また、平成 年４月１日以降の出願からは、無審査登録制

度の下でより実用新案制度の魅力を向上させるため、実用新案権の存続期間を延長するなど

の改正が行われています。

（２）保護対象

実用新案法では、「考案」を「自然法則を利用した技術的思想の創作」と定義しており、

保護の対象は産業上利用できる「物品の形状、構造又は組合せに係る考案」に限定されてい

ます。

したがって、物品の形状等に係る考案ですから、「方法」や「物質」は、実用新案法の保

護対象となりません。

（定義）

第二条 この法律で 「考案」とは、自然法則を利用した技術的思想の創作をいう。

２～３ （略）
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［２］実用新案制度と特許制度の違い

※出願件数は 年の数値。

「物品の形状、構造又は組合せ」に該当しないもの

① 方法のカテゴリーである考案
② 組成物の考案
③ 化学物質の考案
④ 一定形状を有さないもの（例、液体バラスト、道路散布用滑り止め粒）
⑤ 動物品種、植物品種
⑥ コンピュータプログラム自体
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［３］出願から実用新案権取得までの流れ

実実用用新新案案制制度度ににおおいいててはは、、特特許許のの場場合合とと異異ななりり、、審審査査官官にによよるる考考案案のの新新

規規性性・・進進歩歩性性ななどど具具体体的的なな実実体体審審査査はは行行わわれれまませせんん。。提提出出さされれたた書書類類がが法法

にに定定めめらられれたた様様式式にに従従っってて作作成成さされれてていいるるかか否否かかのの方方式式要要件件、、ままたた、、登登録録

すするるたためめにに必必要要なな事事項項をを満満たたししてていいるるかか否否かかのの基基礎礎的的要要件件ののみみのの審審査査がが行行

わわれれまますす。。

●出願書類の作成

実用新案登録出願には、「実用新案登録願（願書）」「明細書」「実用新案登録請求の範囲」

「要約書」「図面」の５つの書類が各１通必要です。特に実用新案の保護対象は「物品の形

状、構造又は組合せに係るもの」に限られるため、「図面」が必ず必要になる点で特許と異

なります。出願をする際は、基礎的要件審査でチェックされる以下の事項に注意する必要が

あります（各書類の様式は、Ⅱ 様式編 実用新案を参照）。

（１）出願書類を書く前のチェックポイント

① 保護対象違反はないか

実用新案制度で保護されるものは「物品の形状、構造又は組合せに係る考案」に限られま

す。特許と異なり、方法や物質は保護されません。また、自然法則を利用していないものは

実用新案法上の考案に該当しません。

不不備備ががああれればば
却却下下処処分分
（（補補正正可可））

基礎的
要件審査

方式審査

実実
用用
新新
案案
登登
録録
出出
願願

出出願願手手数数料料とと
３３年年分分のの登登録録
料料をを一一括括納納付付

実用新案
技術評価
請求

4422,,000000円円 ＋＋
１１請請求求項項ににつつきき

11,,000000円円

設定
登録

登録実用
新案公報
の発行

出願から最長10年で
権利満了

実用新案
登録の訂正

請請求求のの範範囲囲のの減減縮縮等等をを目目的的ととすするる訂訂正正がが
可可能能（（たただだしし１１回回限限りり））

最最初初のの評評価価書書のの謄謄本本送送達達かからら２２月月、、無無効効
審審判判ににおおけけるる最最初初のの答答弁弁書書提提出出期期間間内内のの
ううちちいいずずれれかか早早いい方方をを経経過過すするるままでで

実用新案登録に
基づく特許出願

出出願願日日かからら３３年年以以内内ででああれれ
ばば可可。。
たただだしし、、出出願願人人がが評評価価請請求求ををしし
たた場場合合、、他他人人かからら評評価価請請求求ががああ
っったた旨旨のの最最初初のの通通知知かからら3300日日をを
経経過過ししたた場場合合、、無無効効審審判判ににおおけけ
るる最最初初のの答答弁弁書書提提出出期期間間をを経経
過過ししたた場場合合ののいいずずれれかかにに該該当当しし
たたととききははででききなないい
（（当当該該実実用用新新案案権権はは放放棄棄））

基礎部分 請求項ごと

2,100円1～3年の各年

6,100円

100円

300円4～6年の各年

18,100円 900円7～10年の各年

登録料

14,000円

出願手数料

実実用用新新案案登登録録出出願願のの流流れれ

最最
高高
裁裁
にに
上上
告告

無無
効効
審審
判判

知知
財財
高高
裁裁
へへ
提提
訴訴
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［２］実用新案制度と特許制度の違い

※出願件数は 年の数値。
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② 公序良俗に反していないか

第三者の名誉を傷つけたり、善良の風俗あるいは公衆の衛生を害したりするおそれのある

考案は、実用新案登録を受けることができません。

（２）出願書類を書いた後のチェックポイント

① 各記載様式に違反はないか

願書を始めとする書面の作成方法は法令で様式が定められていますので、様式に従って作

成されていることを確認してください。

② 記載不備はないか

明細書、実用新案登録請求の範囲、図面及び要約書に必要な事項が記載されているか、又

はその記載が著しく不明確ではないかの点に注意し、第三者が読んで理解できるように記載

してください。

③ 単一性違反はないか

２以上の考案について１の願書で実用新案登録出願をするときは、技術思想として一つの

まとまりがあるか（単一性）についての要件を満たす必要がありますので注意してください。

（３）出願する際の手数料について（第 条）

実用新案登録出願の出願料は１件当たり 円ですが、出願する際には、あわせて第

１年から第３年までの登録料を一括納付しなければなりません。この点が、特許出願をする

場合と異なります。

（４）設定登録（第 条）

実用新案登録出願がなされると、特許庁において出願書類についての方式審査及び基礎的

要件の審査が行われ、必要な要件を満たしている場合には実用新案権が設定登録されます

（出願から平均２～３月で設定登録（出願書類に不備がない場合））。ただし、令和６年５月

１日以降は、実用新案登録出願において、当該出願に係る明細書、実用新案登録請求の範囲

又は図面に、経済安全保障推進法第 条第１項の規定による保全対象となる発明の内容が

記載されているときは、実用新案法第 条第２項の規定にかかわらず、その保全指定が解

除され、又は保全指定の期間が満了するまで、実用新案権の設定登録はされません（経済安

全保障推進法第 条第５項）。

（５）実用新案権の維持・消滅（第 条及び第 条）

59 

実用新案権は設定登録時から権利が発生しますが、４年目以降も実用新案権を維持するた

めには、当該年に入る前までに次の年の登録料（年金）を実用新案登録料納付書の提出によ

り納付しなければなりません。また、権利の存続期間は出願から最長 年です。
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［４］実用新案権の行使

無無審審査査でで権権利利がが付付与与さされれるる実実用用新新案案権権をを行行使使すするる場場合合ににはは、、実実用用新新案案技技術術

評評価価書書をを提提示示ししてて警警告告ししたた後後ででななけけれればばななりりまませせんん。。

実実用用新新案案技技術術評評価価書書はは、、実実用用新新案案権権のの有有効効性性をを判判断断すするる材材料料ととししてて、、特特許許

庁庁のの審審査査官官がが、、出出願願さされれたた考考案案のの新新規規性性、、進進歩歩性性ななどどにに関関すするる評評価価をを行行いい、、

ここれれをを請請求求人人にに通通知知すするるももののでですす。。

（１）実用新案技術評価書（第 条）

実用新案権は、新規性や進歩性などの実体的な要件についての審査を行うことなく権利が

付与されるため、権利行使に当たっては、より高度な注意義務が必要となります。

そこで、実用新案権の有効性を判断する材料として、実用新案技術評価書があります。こ

れは、特許庁の審査官が出願された考案の新規性、進歩性などに関する評価を行い、これを

請求人に通知するものです。請求は誰でもすることができ、対象となっている実用新案権が

消滅した後であっても、その実用新案登録が無効となっていない限り、いつでも行うことが

できます。技術評価請求の手数料は、１件当たり 円に、１請求項当たり 円を

加えた額です。

特許出願における出願審査の請求の場合は、特許請求の範囲に記載されている請求項のす

べてについて手数料を支払う必要がありますが、実用新案の場合は評価を求める請求項を選

び、必要な請求項についてのみ手数料を支払えばよいことになっています（Ⅱ 様式編 実

用新案（６）実用新案技術評価請求書、（７）実用新案技術評価書 参照）。

実用新案技術評価書には、評価の内容が分かりやすくなるように、調査範囲、評価、引用

文献等に加えて、評価についての説明が記載されます。請求項に係る考案の新規性等が否定

される場合は、評価についての説明の欄に、そのような評価をした理由が記載されます。

なお、評価は６段階で行われ、評価６以外の場合は新規性等を否定されたこととなります

（評価内容は、Ⅱ 様式編 実用新案（７）実用新案技術評価書参照）。

（２）実用新案権の行使

実用新案権を行使する場合には、実用新案技術評価書を提示して警告した後でなければな

りません（第 条の２）。この提示やその他相当の注意をしないで警告や権利行使を行った

後に、実用新案登録が無効になった場合には、警告や権利行使をしたことにより相手方に与

えた損害を賠償する責めを負うことになります（第 条の３）。
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第３節 意匠制度の概要

［１］意匠制度の目的

意意匠匠法法はは、、意意匠匠のの保保護護及及びび利利用用をを図図るるここととにによよりり、、意意匠匠のの創創作作をを奨奨励励しし、、

産産業業のの発発達達にに寄寄与与すするるここととをを目目的的ととししまますす。。特特許許法法がが自自然然法法則則をを利利用用ししたた技技

術術的的思思想想のの創創作作をを保保護護すするるののにに対対しし、、意意匠匠法法はは、、形形状状、、模模様様、、色色彩彩とといいっったた

視視覚覚にに訴訴ええるる意意匠匠のの創創作作をを保保護護ししまますす。。

（１）目的

意匠法（昭和 年法律第 号）の目的は、同法において次のとおり定義されています。

（目的）

第一条 この法律は、意匠の保護及び利用を図ることにより、意匠の創作を奨励し、もつ

て産業の発達に寄与することを目的とする。

意匠の創作は、物品、建築物及び画像（以下「物品等」といいます。）のより美しい外観、

より使い勝手のよい外観を探求する行為です。しかし、物品等の外観は目で見て理解するこ

とができ、他者の創作物であっても容易に模倣することができるため、オリジナルを模倣し

た意匠が流布すると、健全な産業の発達に支障が生じることがあります。

そこで、意匠制度は、新しく創作した意匠を創作者の財産として保護し、その利用を図る

ことにより、意匠の創作を奨励し、産業の発達に寄与することを目的としています。

［２］意匠登録を受けるためには
意意匠匠登登録録をを受受けけるるたためめににはは、、出出願願さされれたた意意匠匠がが、、意意匠匠法法のの定定義義すするる「「意意匠匠」」

ででああるるこことと及及びび意意匠匠法法がが定定めめたた意意匠匠登登録録のの要要件件をを満満たたししてていいるるここととがが必必要要

でですす。。

（１）意匠法上の意匠とは（保護対象）（第２条第１項）

意匠法上の「意匠」とは、

・物品の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合（以下「形状等」といいます。）

・建築物の形状等

・又は画像（機器の操作の用に供されるもの又は機器がその機能を発揮した結果として表

示されるものに限られます。）

であって、視覚を通じて美感を起こさせるもの、と定義しています。
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